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[bookmark: _GoBack]2019年度　地域間交流支援(RIT)事業
申請書

独立行政法人日本貿易振興機構　副理事長　殿

1. 対象地域・分野　(採択された場合、RIT事業の正式案件名の参考にします)

具体的な産業分野

海外地域名
国内地域名




2. 申請団体概要
	名称
	
	代表者名
	
	公印

	申請団体の組織概要説明（200字程度）

	

	担当者　(窓口)
	氏名
	
	所属部署
・役職
	

	
	住所
	

	
	TEL
	
	E-mail
	

	
	ホームページアドレス
	

	
	外国語能力
	　　　　　　　語　　□堪能　　□メールでのコミュニケーション程度　　□不慣れ
（「不慣れ」と記入された場合）
外国語対応の体制：□有　　□なし　　□現在はないが外部リソースを活用


※申請団体の全体像を示した組織図及び構成員リストがある場合は、添付ください。
本事業予算の趣旨は中小企業の国際化振興にあることから、申請団体メンバー(もしくは事業対象となる企業群)の2/3以上が中小企業であることが絶対条件です。メンバーの中小企業比率を以下に示してください。

	全メンバー数
	
	うち中小企業数
	
	中小企業率
	



3. 国内実施体制
本事業を実施するうえで中心となる人物についてご記入ください。
	氏名
	

	所属団体
	
	所属部署
・役職
	

	住所
	

	TEL
	
	E-mail
	

	ホームページアドレス
	

	専門分野
	



事業実施にあたっての国内協力団体等があればご記入ください（海外実施体制については8．でお答えください）。
	





4. 想定する交流の概要
本事業の趣旨は、「中小企業群が海外の特定地域の企業群（≒産業クラスター等）とのビジネス交流を通じて輸出や技術提携、共同製品開発などを達成し、ひいては地域産業活性化に寄与することを目指す」ことです。同趣旨に合致していることをご確認の上、交流概要を記述してください。

【背景】
	①なぜ貴団体傘下企業が国際ビジネス連携を必要としているのか。貴地の抱える課題等を踏まえご記入ください。

	

	②【案件形成の経緯】なぜ、申請する海外交流先地域を選択したのか、理由をご記入ください。

	


【本交流事業により想定されるメリット】
	国内地域の産業にもたらすメリット及び想定される波及効果

	

	【双方向交流という事業趣旨から】海外交流相手先にとっての交流メリット

	


【想定されるビジネスモデル】
	想定されるビジネスモデルとして、主たるものを下記の□を塗りつぶして選択ください（□⇒■）。(複数回答可)

	□①製品（部品含む）・技術、サービスの輸出　□②製品（部品含む）・技術、サービスの輸入
□③委託生産　□④受託生産　□⑤共同開発（技術・製品）　□⑥共同市場開拓　□⑦その他
上記以外に想定しているモデルがあれば記入して下さい。(できるだけ具体的に)

	（その他）⇒



5. 本交流事業の希望支援年数
※採択を受けた場合、毎年度末に実施内容・成果について審査を行います。また、予算の成立状況等により、ご希望される年数通りの事業実施ができるとは限りません。
年



6. 本交流事業の目標
本事業を通じて、どのようなビジネスの発展を目指しているのか、RIT事業実施期間および支援終了後の目標について簡潔に記入して下さい。

※実施可能なツールは以下①～⑥より選択ください。
①国内研究会、②海外基礎調査、③海外出張調査、④有識者招へい、⑤有力企業招へい、⑥ミッション派遣

	長期的目標
	


	2019年
	目標
	例）　両地域に関する市場情報や企業情報の深堀を参加企業自らの視点で行なう


	
	実施ツール
	


	
	目標値
	成約件数○件、海外展開支援企業数○件


	2020年
	目標
	例）　具体的な個別ビジネスの進展、共同研究等の検討、精査を行なう


	
	実施ツール
	


	
	目標値
	成約件数○件、海外展開支援企業数○件


	2021年
	目標
	例）　更なる個別ビジネスの進展、翌年度以降の交流継続に向けた体制構築・協議を行なう


	
	実施ツール
	


	
	目標値
	成約件数○件、海外展開支援企業数○件


	RIT事業終了後の
活動予定
	




7. 申請地域の本交流事業参加者
・代表的な企業（コア企業 ※中小企業5社以上）を全て記入（「参加企業申請書【別添③－2】」内容を転記）してください(例：本交流を通じた海外ビジネスに意欲を示している企業、海外交流地域調査の結果を、研究会を通じて還元できる企業など)。
・コア企業の詳細は【別添③-2】に記載し、合わせてご提出ください。
・大企業、大学、研究所等が参画する場合は「6」以降の欄に記入をお願いします。

	
	企業名
	所在地(県・市)
	主要取扱製品
・サービス等
	中小企業
/中堅企業/大企業

	1
	
	
	
	中小企業

	2
	
	
	
	中小企業

	3
	
	
	
	中小企業

	4
	
	
	
	中小企業

	5
	
	
	
	中小企業

	6
	


	
	
	

	7
	


	
	
	



8. 交流相手先の概要
	名称
	
	代表者名
	

	海外交流先団体の組織概要説明（200字程度）

	

	事務担当者　(窓口)
	名前
	
	所属部署・役職
	

	
	住所
	

	
	TEL
	
	E-mail
	

	
	ホームページ
アドレス
	

	
	専門
分野
	


※海外交流先団体から、交流承諾書等を受領している場合は本申請書に添付いただいて構いません。

9. 海外実施体制
当該分野の専門知識を有し、案件を推進する上で中心となる人物についてご記入ください。
上記事務担当者と同一の場合は、同上とご記入下さい。
	名前
	
	所属部署・役職
	

	住所
	

	TEL
	
	E-mail
	

	ホームページ
アドレス
	

	専門
分野
	



事業実施にあたっての海外協力団体等があればご記入ください。
	





10. 交流相手地域の本交流事業参加者
代表的な企業を5社以上ご記入下さい。(例：本交流を通じた日本企業とのビジネスに関心・意欲を示している企業)
	企業名
	所在地(州、県、市)
	主要取扱製品・サービス等

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	



11. 交流相手先との過去の経済交流の経緯と実績
交流先地域との経済交流の実績についてご記入ください。
（例：交流先地域からのミッション団の受入、キーパーソン/有識者の招へい等） ※記入欄が足りない場合は、追加ください。

	実施時期
	内　　　　　　　　　容

	年
	月
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	



12. その他当該地域内外の産業交流等に係る公的支援事業への申請・採択状況
※本申請は除きます。
	団　体　名
	事　　業　　名
	申請・採択状況
	実施期間/実施予定

	ジェトロ
	
	申請中/予定・採択
	年
	月～
	年
	月

	経済産業省
	
	申請中/予定・採択
	年
	月～
	年
	月

	文部科学省
	
	申請中/予定・採択
	年
	月～
	年
	月

	中小企業基盤
整備機構
	
	申請中/予定・採択
	年
	月～
	年
	月

	その他の団体
	(団体名)
	申請中/予定・採択
	年
	月～
	年
	月

	
	(事業名)
	
	
	
	
	



13. RIT以外の地域間交流の取り組み、海外展開に向けた企業支援（人材育成、経営支援等）
	





14. 人的支援（コーディネータ）の配置希望
案件を実施するにあたり、コーディネータの配置を希望する場合は、以下にご記入下さい。
	
	種別
	要否
※「○」「×」のいずれかを記入

	（1）
	国内コーディネータ
	

	（2）
	海外コーディネータ
	


※2019年度予算の成立状況等により、ご希望通りの配置ができるとは限りません。

ご記入いただいたお客様の情報は適切に管理し、案件採択審査のために利用します。


1

